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凡 例 

 

１．本報告書では、法令名の表記については以下の略記を用いている。 

略記 法律 

沖縄復帰特措法 沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律（昭和 46 年法律第

129号） 

表題部所有者不明土地法 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法

律（令和元年法律第 15号） 

所有者不明土地円滑化法 所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平

成 30年法律第 49号） 

改正法 民法等の一部を改正する法律（令和３年法律第 24号） 

改正民法 改正法により改正後の民法（明治 29年法律第 89号） 

 

２．本報告書では、法制度やこれに基づく固有の事柄について以下の略記を用いている。 

略記 内容 

所有者不明土地管理制度 改正民法第 264条の２から７までに定める内容 

管理不全土地管理制度 改正民法第 264条の９から 13までに定める内容 

不在者財産管理制度 民法第 25条から第 29条までに定める内容 

特定不能土地等管理制度 表題部所有者不明土地法第 19 条から第 29 条までに定める

内容 

沖特管理者 

管理者 

沖縄復帰特措法第 62 条に基づき所有者不明土地の管理を行

う沖縄県又は市町村 

管理人 所有者不明土地管理制度において、裁判所に選任された所

有者不明土地管理人 
 

 

 

 

 

 
 




